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In order to clarify the impact of urban structural change and global warming on generation and
development processes of precipitation systems, the current study conducted statistical analysis of
observation data and experimental numerical simulations using a weather research and forecasting
model with multiple conditions of land cover. The results show that building height in the urban-
ized area aﬀects the short-term heavy rainfall in Tokyo and Nerima area. On the other hands,
global warming and anthropogenic heat also aﬀect the amount of rainfall. The combination case
“Urbanization, High rise building, Global warming” has a greatest eﬀect on short-term heavy
rainfall.
Key Words : urban structural change, weather research and forecasting model, urban canopy
model, global warming
1. はじめに
一般に，都市化に伴う土地利用・土地被覆の変化は，
アルベドや潜熱フラックスの変化，粗度長の変化等を
通じて，年降水量や河川流量など周辺地域の中長期的
な水文特性や気候特性に影響を及ぼすと考えられるが，
近年は，雷雨などの短期的な降水現象も含め，様々な
降水システムを対象として都市化に関する影響評価が
行われている1)．
夏季に東京などの都市部で多発している局地的集中
豪雨は，死亡事故や浸水被害を引き起こしてメディアに
頻繁に取り上げられるなど社会的関心は年々高まって
おり，災害を未然に防ぐためにも発生メカニズムの解
明は重要である．都市が降水に及ぼす影響は，1980年
代にアメリカで実施された都市気象に関する観測プロ
ジェクトMETROMEX（Metropolitan Meteorological
Experiment）を始め，数多く研究がなされている（例
えばKanda2)）．多くの観測研究では，都市の風下域で
の有意な降水増加が確認されており，その一方で，地
球温暖化の影響など，時空間的に都市よりも大きなス
ケールの影響も指摘されている3)．
例えば，藤部4)は，AMeDAS資料の解析より東京都
心部で降水量・頻度共に増加していることを示し，ヒー
トアイランドの影響の可能性を示している．高橋ら5)
は，詳細な地上観測降雨データから首都圏の風下側に
おいて降雨頻度が増大していることを報告している．一
方，Changnon6)は，都市の規模に言及し，人口が 300
万人を超えるニューヨークやシカゴなどの巨大都市で
は，雷雨活動の変化が都市域の内部に現れる可能性を
指摘している．数値モデルを用いたシミュレーション
においても都市化による降水増加等の気象変化を指摘
する研究がいくつかある（例えば妹尾ら7)）．
このように，従来の研究の多くは，観測に基づいた
統計的な解析あるいは数値モデルを用いた感度実験に
より，都市化や温暖化の影響を明らかにしようとする
ものであるが，それらの影響の現れ方は，降水システ
ムのタイプや地理的な特性，土地被覆の変化の程度や
空間的なパターンなどによって様々であり，未だ包括
的な結論を得るには至っていない．
そこで，本研究では，都市の構造変化や地球温暖化
が降水システムに与える影響を定量化することを目的
として，気象統計情報を使用した統計解析や領域気象
モデルWRFを使用した数値実験を行った．対象領域
として東京近郊を選定し，対象領域内におけるこれま
での都市化の進展が特定地域の降水特性にどのような
影響を与えたのかについて検討した．さらに，都市の
高層化や人工排熱の増減，地球温暖化の進行など種々
の影響因子が，降水システムの発生・発達プロセスにど
の程度の影響を与え得るのかを明らかにするため，数
値実験による寄与度の定量化を試みた．
表-1 本研究で用いたWRFの物理過程オプション8)
雲物理 WSM6
積雲過程 None
短波放射 Goddard shortwave
長波放射 RRTM scheme
大気境界層 Mello-yamada-Janjic scheme
地表面過程 Noah land-surface model
都市面過程 Urban canopy model
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図-1 WRFで設定している人工排熱の時間変化
2. モデルの概要と計算条件
(1) モデルの概要とオプションの設定
本研究の数値実験には領域気象モデルのひとつであ
るWRF（Weather Research and Forecasting model）
を用いた．WRFは，NCAR（米国大気研究センター），
オクラホマ大学，NCEP（米国海洋大気庁環境予測研究
センター）などによって共同開発されたモデルで，水
蒸気量，雲、雨，雪，あられ，などの予報方程式からな
る雲物理モデル，日射量，大気放射量などに関する放
射モデル，地表面温度，土壌温度，土壌水分量などの
地表面モデル等，多数の力学法則が取り入れられてい
る8)．
本研究では 3ドメインを用いたネスティング計算を
行った．格子間隔 3 km（Domain1），1 km（Domain2），
0.33 km（Domain3）と設定し，Domain1，2のグリッド
数は 100×100グリッド，Domain3は 139×139グリッ
ドとした．また，格子間隔 4 km以下の場合は積雲パラ
メタリゼーションを用いる必要はないとされているた
め，本研究では同オプションの設定はなしとした．本研
究で用いたWRFの物理過程のオプションを表-1に示
す．本研究では，既往研究で降雨の再現性が高いとされ
ているWSM6スキームを採用した．WSM6スキームは
水物質の混合比として，水蒸気，雲水，雲氷，雨粒，雪，
霰の計 6変数を扱う雲物理スキームである．初期条件及
び境界条件には，メソ数値予報モデル（MSM）のGPV
データ（気象庁提供，解像度 5 km）を使用し，土壌温
度及び土壌湿度データは客観解析データ FNL（NCEP
提供，解像度約 100 km）を使用した．地形標高には，
国土地理院提供の数値地図 50 mメッシュデータ，また
土地利用情報として，国土交通省刊行の国土数値情報
100 mメッシュデータを用いた．
表-2 都市の屋根面，壁面，地表面の物性値パラメータ11)
熱伝導率
（W/m・K）
アルベド
（%）
放射率
（%）
熱容量
（MJ/m3・K）
屋根面
壁面 1.7 10 97 2.1
地表面
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(2) 東京近郊
図-2 関東周辺及び東京近郊の 6観測所の位置（凡例は地形
標高（m））
(2) 都市キャノピーモデルの設定
さらに，本研究では都市の構造変化を表現するため，
設定領域内の都市域に対して都市キャノピーモデル9)
（以下，UCM）を使用した．UCMは都市の建物の効果
を物理的に反映させたモデルで，個々の建物を直接解
像しないが，都市表面を道路面・壁面・屋根面の 3つ
に分け，それぞれの面に対して熱収支を解いているこ
とが特徴であり，建物高さや道路幅などの詳細なパラ
メータ設定が可能である．都市における凹凸効果が物
理的にパラメタライズされるため，建物が存在するこ
とによる日陰の効果，建物間での風速の低減効果，建物
間における日射や長波放射の反射効果，人工排熱や建
物の存在による放射冷却の緩和も考慮することができ
る．UCMの導入により，既往のモデルでは再現できな
かった都市気候の典型的な現象の一つである夜間の気
温の一定かつ緩やかな低下を精度よく再現可能となる
ことが確認されている10)．妹尾ら7)を参考に設定した
人工排熱の時間変化を図-1に示す．本研究で使用した
都市域での屋根面，壁面，地表面の物性値パラメータ
を表-2に示す．なお，これらの物性値を含め UCMに
おける各パラメータの値は，竹林の研究成果報告書11)，
環境省のヒートアイランド対策ガイドライン12)，東京
都統計年鑑13)を参考に設定した．
3. 気象統計情報を用いた東京近郊の降水変
化に関する統計解析
本研究では初めに，気象庁気象統計情報を用いた統
計解析を行った．使用したデータは，東京近郊の 6観
測所（東京，練馬，府中，日吉，さいたま，越谷）で
観測された月降水量，月最大日降水量，月最大時間降
水量で，期間は 1977年～2014年の 8月，9月とした．
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（1）8月の最大時間降水量（左から，東京，練馬，さいたま，日吉）
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（2）9月の時間降水量発生回数‐50 mm以上‐（左から，東京，練馬，さいたま，日吉）
図-3 各観測所における最大時間降水量と時間降水量の発生回数の経年変化と回帰直線
表-3 各観測所の 8月における降水量・最大日降水量・最大時
間降水量の回帰直線の傾き
観測所 標高 月降水量
月最大
日降水量
月最大
時間降水量
東京 25 0.1001 -0.1925 0.4868○●
練馬 51 -0.3783 −0.7931△ 0.532○●
府中 59 -0.6369 -0.0675 0.2545○●
日吉 57 -0.2511 -0.4851 0.331○●
さいたま 8 -0.5418 -0.5211 0.1527○●
越谷 3 0.1979 -0.4951 0.2654○●
○，△：T 検定において有意水準 5 %，10 %で有意
●，▲：Mann Kendall 検定において有意水準 5 %，10 %で有意
表-4 各観測所の 9月における各閾値以上の時間降水量発生回
数における経年変化の回帰直線の傾き
観測所 10.0 mm 以上 30.0 mm 以上 50.0 mm 以上
東京 0.0055△▲ 0.0317○● 0.0237○
練馬 0.0144 0.0322○● 0.0228○●
府中 0.0057 0.0591○● 0.0216○▲
日吉 −0.0167● 0.0075 −0.0056●
さいたま -0.0138 0.0088 −0.0182○●
越谷 −0.0135● 0.0173 0.0053
○，△：T 検定において有意水準 5 %，10 %で有意
●，▲：Mann Kendall 検定において有意水準 5 %，10 %で有意
各観測所における降水量に対して，5年移動平均を適用
した上で線形近似により回帰直線を求めた．その回帰
直線の傾きについて T検定及びMann Kendall検定に
よる有意性の検定を行った．関東周辺及び東京近郊の 6
観測所の位置を図-2に示す．
まず，一例として，4観測所（東京，練馬，さいたま，
日吉）における 8月の最大時間降水量の経年変化，50
mm以上の時間降水発生回数の経年変化と，線形近似
により求めたそれぞれの回帰直線を図-3に示す．同図
(1)より，8月の最大時間降水量は，4観測所のいずれ
においても回帰直線の傾きは有意な増加傾向を示して
おり，1時間降水量は増加傾向にあることが分かる．ま
た，さいたま観測所における回帰直線の傾きが，他の
観測所と比較し，傾きが小さいことが見て取れる．同
図 (2)からは東京と練馬において過去から現在にかけ
て増加傾向，さいたまと日吉に関しては減少傾向であ
ることが確認できる．
ここで，全 6観測所における 8月の回帰直線の傾き
を一覧にして表-3に示す．月最大日降水量は全観測所
で減少傾向，月最大時間降水量は全観測所で有意な増
加を示している．回帰係数の検定結果に着目すると，月
降水量はいずれも有意な結果が得られていないことか
ら，増加・減少を断定して述べることはできない．同
様に，月最大日降水量も練馬を除き，有意な結果が得
られていない．しかし，傾きの大きさを見ると，ほと
んどの観測所で月降水量及び日最大降水量において長
期トレンドは減少傾向にあることが分かる．
一方，月最大時間降水量では，いずれの観測所でも
両検定において有意水準 5 %で有意となっており，東
京近郊の雨の降り方が長時間にわたる降り方から，降
雨強度の大きい降り方に変わったことが推定される．
全6観測所における各閾値（10 mm，30 mm，50 mm）
以上の時間降水量発生回数における回帰直線の傾きを
表-4に示す．10 mm以上の降水発生回数においては，
東京で有意水準 10 %で有意な増加，日吉及び越谷で
Mann Kendall 検定において有意水準 5 %で有意な減
少を示している．30 mm以上の降水発生回数において
は，東京・練馬・府中において有意水準 5 %で有意な
増加を示していることが分かる．特徴的な傾向として，
50 mm以上の降水発生回数において，東京・練馬・府
中において有意水準 5 %で有意な増加を示した，一方，
日吉・さいたまでは有意水準 5 %で有意な減少を示し
たことが挙げられる．
これらから推測されることは，都市化によって，南
風や東京湾からの風が東京やその風下側の練馬の短時
間強雨が増加した．その結果，同地区の北西への水蒸
気の移流量が減少したために，約 25 km北西に位置す
るさいたまにおける降水量極値の減少をもたらしたの
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図-4 設定領域における土地利用状態（凡例の数字は表-5の分類 No.に対応する）
表-5 本研究で使用した各土地利用における物性値パラメータの
設定値
No. 　分類種別 アルベド 蒸発効率 粗度長 熱慣性
(%) (%) (cm) (W/m・K)
3 灌漑された耕作地 17 30 15 4
5 耕作地と草原の混合 18 25 14 4
7 草原 19 15 12 3
15 混合林 13 30 50 4
16 水面 8 100 0.01 6
19 不毛，疎らな植生 25 2 10 2
31 低層都市 10 10 80 3
32 中層都市 10 10 80 3
33 高層都市 10 10 80 3
表-6 本研究で使用した UCM における物性値パラメータ
の設定値
都市
カテゴリー
建物高さ
（m）
建物幅
（m）
道路幅
（m）
人工排熱
（W/m2）
S51 7.0 7.9 5.9 33.8
H9 10.5 9.7 7.0 33.5
H21 12.9 9.9 7.4 27.9
低層 7.0 10.0 6.7 20.0
H21+ 中層 13.0 10.1 7.7 27.9
高層 19.9 10.1 10.7 35.0
ではないかと考えられる．
しかし，観測値の解析のみではこれらの変化が都市
構造の何に起因するものか断定することはできないた
め，定量的な解析が必要と思われる．そこで，次節で
は気象モデルを用いた数値実験により降水の発生頻度
や風速場等に関する詳細な解析を行った．
4. 都市化の進展が降水に与える影響に関す
る数値実験
(1) 東京近郊の土地利用状態
前節の解析結果を受け，本節では東京近郊を対象領
域とした実験的な数値シュミレーションを行った．各
設定領域における土地利用状態を図-4に示す．ケース
は S51，H9，H21，H21+ の 4 ケースを用意した．各
ケースは昭和 51年度，平成 9年度，平成 21年度の国
土数値情報土地利用データを用いて表現している．ま
た，H21+は，都市を高層（図中：赤色）・中層（図中：
黒色）・低層（図中：灰色）の 3種類に細分化し，H21
よりもさらに都市を発展させたケースを表現した．設
定領域の都市の割合は，S51が 50.9 %，H9が 59.1 %，
H21が 71.8 %，H21+ が高層：5.8 %，中層：14.5 %，
低層：50.8 %となっている．図-4には，南から東京観
測所，練馬観測所，さいたま観測所の位置を示してい
る．また，本研究で使用した各土地利用における物性
値パラメータの設定値を表-5に示す．また，UCMに
おける物性値パラメータの一例を表-6に示す．
(2) 降水量に関する統計解析
本研究では，4つのケース（S51，H9，H21，H21+）
を用意し，実験的な数値シミュレーションを行った．各
計算結果を統計的に扱うことにより東京近郊における
都市の構造変化が降水システムへ与える影響を解析し
た．また，大気データとしては，2008～2014年の 8，9
月における降水が確認された日（全 136日）のうち，台
風による事例とシミュレーションによって対象領域に
おける降水が確認されなかった事例を除いた 60事例の
大気データを使用した．各事例に対して 4種類の土地
利用データ（S51，H9，H21，H21+）を与え，計 240
ケースのシミュレーションを行った（21時 JSTから 27
時間，このうち助走時間 3時間）．
まず各ケースにおいて全 60事例での積算降水量の偏
差を図-5に示す．また，図中の赤枠は各観測所を中心
とした 100 km2（10 km×10 km）の領域を表しており，
以後それぞれを南から東京エリア，練馬エリア，さいた
まエリアとする．同図 (4)より，まず特徴的なことは，
H21+において降水量が全体的に増加していることであ
る．同図 (2)，(3)より，都市化によって東京エリアの
沿岸側で降水量が増加，内陸側で減少している．また，
練馬エリアでは増加と減少が混在，さいたまエリアで
は減少傾向であることが見て取れる．
設定した各領域における階級ごとの降水量発生回数
の変化率（H21－ S51）を図-6に示す．同図より，東
京エリアでは，都市化により，10 mm以上 20 mm未
満において 5 %程度減少，40 mm以上 50 mm未満に
おいて 70 %以上増加していることが分かる．練馬エリ
アでも東京エリアと同様の傾向が見られ，50 mm以上
で 20 %程度の増加している．一方，さいたまエリアで
は，40 mm以上 50 mm未満では 60 %以上減少してい
る．このことから，東京や練馬エリアでは，比較的に
弱い降雨は減少している一方で，強い降雨の発生は増
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図-5 全 60事例における積算降水量の偏差（mm）
-60
-40
-20
 0
 20
 40
 60
 80
1-10 10-20 20-30 30-40 40-50 50-
ra
te
（
%
）
 precipitation (mm/h)
TOKYO
NERIMA
SAITAMA
図-6 都市化による各領域における階級ごとの時間降水量発
生回数の変化率（H21－ S51）
加傾向であることが示唆された．また，さいたまでは，
強い降雨が減少傾向であることが示され，対象領域お
よび各階級の降水量発生回数はシミュレーション結果
と観測値の間で増加，減少の傾向が概ね一致する結果
となった．
(3) 上昇流に関する統計解析
降水量と同様に全 60事例のシミュレーション結果を
用いて上昇流に関しての解析を行った．都市化の影響
（H21－ S51）を表す 1.5 m/s以上の上昇流発生回数の
偏差を図-7に示す．同図 (1)は，対象領域内における上
昇流発生回数の偏差の分布図を表し，同図 (2)は，(1)
内の A－ A’断面における上昇流発生回数の偏差を表
している．図-7(1)より，東京エリアでは，増加と減少
が混在，練馬エリアでは，増加傾向，さいたまエリア
では，減少傾向である．図-7(2)より，東京や練馬エリ
アの大気上層で，上昇流の発生が増加している．一方，
さいたまの大気上層では，減少していることが確認で
A’
A
䖃
䖃
䖃 䛥䛔䛯䜎
⦎㤿
ᮾி
(1) 分布図
ᮾி ⦎㤿 䛥䛔䛯䜎
(2) 鉛直断面
図-7 1.5 m/s以上の上昇流の発生回数の偏差（H21－ S51）
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(1) 分布図 (2) 鉛直断面
図-8 2.0 m/s以上の上昇流の発生回数の偏差（H21+－H21）
きる．図-4(1)，(3)，表-6より，東京，練馬周辺では，
土地利用は大きく変わっていないく，建物高さを 2 倍
程度増加させていることから，上昇流の発生の増加の
要因に建物高さの影響が考えられる．
次に，H21よりも都市をさらに発展させた場合の影
響（H21+－H21）を表す 2.0 m/s以上の上昇流発生回
数の偏差を図-8に示す．同図 (1)は，対象領域内にお
ける上昇流発生回数の分布図を表し，同図 (2)は，(1)
内のB－B’断面における上昇流発生回数の偏差を表し
ている．図-8(1)より，対象領域内全体的に増加してい
ることが分かる．特に，高層都市北部での発生回数が
多く，高層都市の影響が強く出ていることが考えられ
る．また，図-8(2)より，高層都市上空において上昇流
の発生回数の増加が確認できることから，高層都市部
で降水量が増加していることが考えられる．
本研究が対象とした東京近郊における夏季の風は，海
風が強くなる特性があることから，東京湾からの海風
が地表面粗度の変化による影響を強く受けた可能性が
高い．モデル内での都市（No.31，32，33）は，粗度長
パラメータの値（地表面の摩擦）が混合林の 1.6 倍と
大きいこと，また，UCMの物理パラメータの建物高さ
を 2 倍程度大きい値に設定していることから，海風の
水蒸気を多くを含んだ風が東京近郊において減衰と収
束量が増加し，上昇流の発生が増加，積雲の発生・発
達の促進による降水発生回数増加につながったと考え
られる．
一方，風上である東京や練馬において降水発生回数
が増加したことにより，風下域であるさいたまへの水
蒸気の移流量が減少し，降水システムの発生・発達プ
ロセスに影響を与え，その結果，風下域における降水
量の減少につながったと推測される．
表-7 設定－都市 ON の時（H21+）
ON の時 建物高さ（m） 人工排熱（W/m2）
高層都市 26.1 58.2
中層都市 20.9 23.7
低層都市 19.3 15.0
OFF の時 建物高さ（m） 人工排熱（W/m2）
高層都市 8.00 17.9
中層都市 7.00 8.00
低層都市 6.76 5.25
表-8 設定－都市 OFF の時（S51）
ON の時 建物高さ（m） 人工排熱（W/m2）
中層都市 22.1 32.3
OFF の時 建物高さ（m） 人工排熱（W/m2）
中層都市 7.00 10.4
5. 都市の構造変化及び地球温暖化が降水に
与える影響に関する数値実験
(1) シミュレーション方法
次に本研究では，都市の高層化や人工排熱の増減，地
球温暖化が降水に与える影響の寄与度の定量化を行う．
領域気象モデルWRFを用いて，擬似温暖化手法を取
り入れた数値実験を行った．地球温暖化は，全球気候
モデル GCM20による温暖化予測結果を活用し擬似温
暖化手法により表現した．
前節と同様に，対象とする領域は，都市化が顕著な
東京近郊を対象とし，モデルの設定，解析時間なども
同じ設定とした．都市化・高層化・人工排熱の増大・
温暖化の各項目を考慮する（ON）場合と，考慮しない
（OFF）場合の組み合わせ 16ケース，また，大気を過
去の状態にしたケース（過去気候）も加えた計 24ケー
スでシミュレーションを行った．都市化のOFFとON
は，図-4(1)，(4)で示した昭和 51年度（S51）と平成
21年度（H21+）の土地利用を使い表現した．高層化及
び人工排熱は，文献12)13)を参考に設定した．各ケース
名の表記の仕方は，都市化を U，高層化を B，人工排
熱を H，とし，ONの場合を大文字，OFFの場合を小
文字で表すものとする．また，将来気候を G，現在気
候を g，過去気候を Pとする（例，都市化 ON，高層
化 OFF，人工排熱 OFF，現在気候：Ubhg）．建物高
さ（高層化）・人工排熱の設定の詳細を表-7（都市 ON
時），表-8（都市OFF時）に示す．現在の大気場に対
して将来及び過去との変化量を表-9に示す．
(2) 将来及び過去の大気データ作成
擬似温暖化手法により作成した大気場を初期値・境界
条件とした気象シミュレーションを行い，全 12の気象
イベントの将来気候及び，過去気候の状態における変
化について検討する．取り扱う気象イベントは，前章
で用いた 60事例の中から，総降雨量が 50 mm以上で，
風速場の特徴はなるべく異なるように選んだ．擬似温
暖化データは，全球気候モデル GCM20による現在気
表-9 現在の大気場との変化量
変化量（将来） 変化量（過去）
8月 9月 8月 9月
気温（K） 3.04 3.13 -0.343 -0.230
相対湿度（%) 0.110 0.512 -0.509 -0.799
海面水温（K) 2.84 2.96 -0.078 -0.571
海面更正気圧（Pa) 16.2 -53.3 20.3 -104
風速 東西（m/s) 1.10 0.577 -0.127 -1.14
風速 南北（m/s) -0.123 -0.088 0.288 0.027
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図-9 各ケースにおける 24時間・1時間・領域平均最大降水
量（1事例あたりの平均値）
候と 将来気候の間での変化量を，現在気候を精度よく
再現したデータにアノマリとして加えて作成する．ア
ノマリは 2090～2100年の 8,9月平均値と 1990～2000
年の 8,9月平均値の差として作成する．また，過去の
大気データは，1979～1989年の 8,9月平均値と 1990～
2000年の 8,9月平均値の差として作成する．アノマリ
を加えて更新する変数は，気温，相対湿度，海面水温，
海面校正気圧，風速である14)．
(3) ケースの違いによる降水量の変化に関する考察
24時間最大降水量，1時間最大降水量，領域平均最大
降水量（雨量が確認できたエリアに対して，1グリッド
あたりの 1時間降水量に平均させ最大値をとったもの）
の 3項目で評価を行う．各最大降水量の 1事例あたり
の平均値を図-9に示す．同図の赤色が 24時間最大降水
量，緑色が 1時間最大降水量，青色が領域平均最大降
水量を表しており，左の 8ケースが温暖化ON（将来気
候），真ん中の 8ケースが温暖化OFF（現在気候），右
の 8ケースが過去気候の状態のものを示している．同
図より，温暖化 ONのケースすべてにおいて降水量が
多いことが特徴的である．現在気候と過去気候の降水
量の偏差より将来気候と現在気候の偏差が，30 % 以上
多いことから，大気の変化量として加えた気温・相対
湿度・海面水温の影響が大きいことが考えられる．
(4) 都市化・高層化・人工排熱・地球温暖化による影
響に関する考察
都市化，高層化，人工排熱，将来における温暖化，現
在における温暖化の影響による 1時間降水量の階級別
発生頻度を図-10に示す．同図の (1)は，すべてのケー
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図-10 階級別降雨強度発生頻度（1事例あたりの平均値）
スの都市化 ONにおける階級別の降雨強度発生回数か
ら都市化OFFの回数を引いた図で，都市化の影響を表
しており，同様に，(2)は高層化の影響，(3)は人工排
熱の影響を表している．また，(4)は，すべてのケース
の将来気候（温暖化ON）における階級別の降雨強度発
生回数から現在気候（温暖化OFF）の回数を引いた図
で，将来における温暖化の影響を表している．(5)は，
現在気候（温暖化OFF）における階級別の降雨強度発
生回数から過去気候の回数を引いた図で，現在におけ
る温暖化の影響を表している．
a) 都市化による影響
図-10(1)より，都市化による影響は 20 mm以上 30
mm未満の発生回数においては 10 mm以上 20 mm未
満の 3 倍以上の増加である．30 mm以上の階級におけ
る影響は小さいことから，都市化の影響は，弱い降雨
だったものが強い降雨に変わる傾向にあることが示唆
された．
b) 高層化による影響
図-10(2)より，高層化の影響による 1時間降水量の
発生回数は，40 mm以上 50 mm未満の激しい雨で増
加する傾向を示した．40 mm以上 50 mm未満の発生
回数は，10 mm以上 20 mm未満の 2倍近くの増加を
示した．高層化による影響は，降雨強度が弱い雨から
強い雨にシフトする傾向が確認された．長時間にわた
り降っていた雨が短時間に強く降る雨になったことが
考えられる．
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図-11 12事例統計上位 3位以内記録回数
c) 人工排熱による影響
図-10(3)より，人工排熱の影響による 1時間降水量
の発生回数は，全階級において，増加する傾向を示し
た．30mm 以上 40 mm未満の降雨強度での変化はわ
ずかだが，40 mm以上 50 mm未満の降雨においては，
高層化の 20 %程度増加している．
d) 将来における温暖化による影響
図-10(4)の縦軸は対数メモリで表示してある．同図
より，すべての階級において大幅に増加していること
が分かる．将来における温暖化による降雨強度への影
響は，降雨強度の弱い雨から強い雨全般において増加
することが示された．人工排熱における 40 mm以上 50
mm未満の発生回数に対して，温暖化の同階級の発生
回数は，約 28 倍の増加を示した．
e) 現在における温暖化による影響
図-10(5)の縦軸は対数メモリで表示してある．同図
より，10 mm以上 20 mm未満の降雨強度が顕著に増
加していることが分かる．現在における温暖化による
影響は，将来における温暖化による影響と比較すると，
降雨強度の増加の割合が小さいことが見て取れる．こ
のことから，40 mm以上 50 mm未満といった降雨強度
は現在における温暖化による影響よりも将来における
温暖化による影響によって増加する可能性が示された．
(5) 12事例統計による最大値記録回数に関する考察
次に，12 事例それぞれにおいて各ケースの 24時間
最大降水量，1 時間最大降水量，領域平均最大降水量
が 24ケース中上位 3位以内となった回数を図-11に示
す．同図より，1時間最大降水量を多く記録したケース
はUBhGと ubHGとなっている．後者のケースにおい
ては，領域平均最大降水量の記録回数が顕著に多く，局
地的ではなく広域的に雨が降るケースであったことが
予想される．反対に，前者のケースでは領域平均最大
降水量の記録回数は少ないが，1時間最大降水量は一
番多く記録している．また，上位 1位となった回数は
3回となっている．このことから，局地的な短時間の雨
が多く降るケースは都市化ON，高層化ON，人工排熱
OFF，温暖化 ONのケースあったことが示された．
温暖化ONの設定時で比較してみると，都市化OFF
の設定ケース uBHGでは，3項目のいずれも多く記録
はしていないことが分かる．高層化や人工排熱だけが
増大しても，降水に与える影響が大きくなるわけでは
ないことが考えられる．また，現在気候の状態である
uBHgと uBHGの記録回数の差は 1回であり，都市化
前の状態で高層化，人工排熱を増大させた場合は，降
水量極値に対して大気の影響を受けにくいことが推定
される．
図-11 に基づいて，都市化，高層化，人工排熱の増
大，現在における温暖化，将来における温暖化の寄与
率を算出すると，24時間最大降水量においては，23.91
%，19.57 %，18.48 %，2.17 %，35.87 %，1時間最大
降水量においては，23.91 %，18.48 %，21.74 %，2.17
%，33.70 %，領域平均最大降水量においては，19.78
%，18.68 %，21.98 %，1.10 %，38.46 % であった．こ
のことから，それぞれの影響だけで見た場合において
は，1時間最大降水量への寄与率の大きさは，将来にお
ける温暖化，都市化，人工排熱，高層化，現在におけ
る温暖化の順となる結果が得られた．
6. まとめと今後の課題
本研究では，都市の構造変化や地球温暖化が降水シ
ステムに与える影響を定量化することを目的として，気
象統計情報を使用した統計解析や領域気象モデルWRF
を使用した数値実験を行った．対象領域として東京都
周辺を選定し，対象領域内におけるこれまでの都市化
の進展が特定地域の降水特性にどのような影響を与え
たのかについて検討した．さらに，都市の高層化や人
工排熱の増減，地球温暖化の進行など種々の影響因子
が降水システムの発生・発達プロセスにどの程度の影
響を与え得るのかを明らかにするため，数値実験によ
る寄与度の定量化を試みた．
東京近郊の観測値の解析からは，東京や練馬観測所
おいて，月最大時間降水量，および 50 mm以上の降水
発生回数において，有意な増加傾向にあることが示さ
れた．一方，さいたま観測所では，減少傾向にあり，周
辺のほかの観測所とは異なる傾向を示すことが明らか
となった．また，領域気象モデルWRFを用いた数値
実験の結果において，観測値と概ね一致する降水傾向
が見られ，東京近郊における土地利用の都市化や，建
物高さの変化が上昇流の発生頻度に影響を与え，その
結果，対象領域周辺の積雲の発生・発達を促進または
抑制することにより，地域により異なる降水の増減傾
向が生じたことが確認された．
一方，各影響因子の寄与度の解析においては，都市化
ON，高層化 ON，人工排熱 OFF，温暖化 ONのケー
スにおいて短時間で局地的な豪雨が最も起こる可能性
が示された．また，都市化，高層化，人工排熱，現在に
おける温暖化，将来における温暖化の各影響因子の寄
与率においては，1時間最大降水量に基づいて算出する
と，23.91 %，18.48 %，21.74 %，2.17 %，33.70 %と
いう結果が得られた．
今後の課題として，マルチモデル実験，より詳細な
土地利用データや都市構造の設定，また，事例数を増
やすことや，擬似温暖化手法，設定条件，評価方法の
検討を行い，各影響因子の寄与度を明確に評価する必
要がある．
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